研修出張様式４


研修報告書

	所　　属　　青南病院　　　　職　種　　看護師　　　　　　氏　名　　佐藤　真一

	期　　間　　平成　19年　12月　3日　

	出張目的   H19年度　青森県精神病院・診療所協会主催　看護部門研修会　参加

	出 張 先　　青森県総合社会教育センター

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


【所感・考察】

　　午前中は、青森大学社会学部社会福祉学科准教授の葛西久志氏による、退院支援における看護師の役割というテーマでの講演であった。講師自身が、PSWであることから、社会支援的な視点での精神保健福祉の歴史の変遷から始まり、精神科病院の現状や退院促進策、そして障害者自立支援法といったことについて話しをされていた。
内容的には、これまでも何度か見聞きした内容であって、これといって真新しいものはなかったように感じた。しかし以前にも述べさせていただいたように、障害者自立支援法に関しては、私自身十分な理解をしていない点が多々あり、今回の講演の中で、自立支援給付体系について触れて話しをされているところが、その中での精神障害に対しての不平等感というものについては、改めて学ぶことが出来たと思う。
また退院促進支援において講師は、その意識・視点というものを「医学モデルから生活モデル」「パラメディカルからコメディカル」「パターナリズムから対等・平等意識」「患者―治療者から生活者―支援者」へとスイッチしていく必要があるという話をしていた。しかしこの考え方は、今に始まったことではなく10年近く前から言われ続けていたことであり、その体制・システムが確立し、実質的な稼動が遅々として進まない現在の状況は、経済的な予算の問題もあるのだろうが、精神障害に対しての偏見の解消やその取り組みが不十分な点が多々見られているためではないだろうかと感じた。

そして障害福祉サービスについては、“住まいの場”と“日中活動の場”をキーワードとして、就労支援事業に関しての講義をしていたが、現実的に精神障害の障害特性とともに、障害者に対しての無理解や経済的な問題、そして関係機関の連携不足といった問題などによって、なかなか効果的な結果が見出せていない現状の解決には、困難を要することが多く、公的な資金の投入を背景にしたシステム作りがどうしても欠かすことが出来ないことであるように私は感じた。

また講師の先生は、講演の最後に看護師の視点として“命の尊厳”から“人権の尊厳”へスイッチしていく必要があるという話しをされていた。
このことは私自身、上記のことと併せて、患者も障害を持ちながらも“生活者”であるという意識・視点は、看護を行っていく上では絶対的な条件であると常々スタッフには話しをしてきたつもりでいる。しかし当院において以前に、日精協の協力依頼で各病棟の患者の能力評価（２軸評価）を行ったときに、スタッフが病棟という枠内でしか患者を捉えることが出来ずにいて、適正な評価（退院後の生活像を見据えた視点の欠如）が出来ないでいた状況があった。こういう現場での意識のあり方を一つ一つ丁寧に教育し、変えていくことが現場の看護スタッフには、地道ではあるが、とても重要であるように改めて感じたことであった。
午後は当院と弘前愛成会病院において、退院支援についての具体的な取り組みの発表であった。当院においては、まず現在のシステム自体が、すでに入院した時点から退院そして退院後の地域生活を意識したプログラム体制をとっており、その点においては、やはり一歩進んでいるように思った。
しかし当院の問題として、私自身の指導不足もあるが、そのシステム自体がなぜそうなっているのか？ということをスタッフが十分に理解をしていないところであり、そのことより現時点では効果的にそのシステムが機能していないと言わざる負えない状況にある。
今後においては、当院の治療システムをスタッフへ周知し、その内容の充実を図っていくためには、全体のシステムを見据えながらも、弘前愛成会病院において取り組んでいたように、それぞれの病棟の特徴を踏まえた活動・プログラムを打ち出して、スタッフ一人一人に、その活動結果が実感できるような取り組みを行っていく必要性があるのではないかということを考えさせられた。そしてそのことで、スタッフの看護意識を高めていくとともに、同じ職種同士そして職種間の連携体制の強化につなげていくことが出来ればと思う。
【研修内容】

Ⅰ．講演（1010～12:00）

テーマ「退院支援における看護師の役割」

講師：葛西 久志（青森大学社会学部社会福祉学科　准教授）
１．精神保健福祉の歴史的変遷
　　　〔過去〕社会防衛的な思想が中心

　　・大宝律令に祈祷師の公認（“もののけ”としての取り扱い）

　　・監護法による私宅監置（座敷牢）→呉秀三：「二重の不幸」と批判し、調査実施。
　　・入院医療中心主義

　

〔現在〕医療中心の治療体制から地域における福祉ケアを中心とした体制へ
　　・H5 障害者基本法の中に精神障害を“障害”として取り入れる　

～隔離から保護への転換

　　・保健所から市町村へ精神障害に関しての業務移管

・福祉的視点～新障害者プラン、福祉サービスの提供、障害者自立支援法
　　→地域の受け皿・整備が不十分であり、精神障害に対して、まだまだ不十分な状況。
〔これから〕医療と福祉を分化し、福祉については、障害の種別を越えた相互利用
　　　　　・病院機能の変化（クリニック↑、急性期機能の特化）
　　　　　・福祉施設の再編（33種類から６事業へ）
　　　　　・就労支援（法定雇用率に精神障害も対象→しかし義務化がされていない）
２．精神障害者の現況

（精神障害者数の推移）
	平成13年
	平成14年
	平成19年

	157万人
	258万人
	302万人


　　　・全国の精神科ベッド数　36万床（入院中の精神障害者34万人）

　　　　→ほぼ満床状況となっている。
　　　・入院患者の高齢化問題と入院期間の二極分化
　　　　→病院機能のあり方を今後検討していく必要がある。
　　　・社会復帰施設への入所者数が、受け皿整備が進んでいないことから、伸び悩んでいる。
　　　　→青森県内における社会的入院数：９００人
　　　・32条の利用は76万人であるが、手帳の交付を受けているのは、31万人程度。
　　　　→このことから精神障害に対しての受け入れがなかなか困難な状況がある。
３．社会的入院

　　　・受け入れ条件が整えば退院可能な患者数7万2千人。

（内訳）若年・短縮…1万8千、　若年・長期…1万1千、

高年齢者…3万4千、　　認知症性疾患…8千人
・40～60歳台が全体の六割を占める。

　　　・主たる退院支援策
　　　　　～在宅生活支援、グループホーム、生活訓練施設、福祉ホームB、老人福祉施策との連携
４．退院促進支援

　　　・視点の変化→“出来ない、問題”から“可能性（残存能力）”へ…生活モデルとしての視点

　　　　～目標志向（良いとこ探し）：退院だけの目標ではなく退院後の生活に、長期的なビジョン

を持ち設定していくことが必要。

　　　　～自己決定権の尊重
　　　・サバイバルスキルとSOSの能力
　　　　～社会で生活する能力、服薬通院、買い物、洗濯、炊事・調理、家族の支持・賛成
　　　　　困ったときのSOS、症状コントロール、集団参加、一人になる、公共機関の利用

　　　　　反社会的行動をしない、昼夜逆転の防止
　　　・症状ではなく能力レベルでの評価

　　　　→生活の中での重要な行動を抽出し、問題処理能力の向上を目指していく。

　　　・障害者ケアマネジメントのプロセスと機能

1 相談窓口　…　相談票の作成

2 アセスメント　…　ニーズ把握・ケア目標の設定をする。

3 ケア計画　…　ケア会議やサービスの連結

4 サービス実施

5 モニタリング　…　終了か再アセスメントの判断

6 終了
　　　・精神障害者退院促進事業～大阪、岩手、島根の事例紹介（添付資料参照）

５．障害者自立支援法について

（設立経過）

① 支援費予算が毎年赤字で破綻状態

② 介護保険の財源確保　　　　　　　　　　→　支援費予算の抑制

③ グランドデザインで改革案示し法案化

（改革ポイント）

1 障害福祉のサービス一元化

2 障害者がもっと働ける社会
3 地域の限られた社会資源を活用できるように規制緩和

4 公平なサービス利用のための手続きや基準の透明化、明確化

5 増大する福祉サービスの費用を皆で負担し支えあう仕組みの強化

（障害福祉サービス）

① 住まいの場（比較）
	
	生活訓練施設
	ケアホーム（新法）

	入所基準
	施設等の判断
	障害者区分の認定

	利用期限
	原則２年
	利用期限なし

	利用料
	部屋代、食事代、光熱費など
	部屋代、食事代、光熱費などのほかに介護給付の一割負担


　　　　　
　　　　　～障害者支援施設は、日中の活動事業も併せ持つ入所施設からの移行で、精神障害者の

社会復帰施設は想定外。
　　　　　　　↓
　　　　　　・精神障害者の社会復帰施設は、ケアホーム（共同生活介護）、グループホームへの移行。
　　　　② 日中活動の場

　　　　　〔就労支援事業〕

· 就労継続支援（A型：雇用型一現：福祉工場）
· 就労継続支援（B型：非雇用型一現：授産施設）
（課題）一般的な就労への流れが上手くいかない
　　　　　　　　　～精神障害に対しての無理解、経済的な問題、関係機関の連携不足
　　　　　　　↓

対策として…

· 障害者就業・生活支援センターの活用
· 関係機関と連携しながら障害者の就業及びそれに伴う生活支援

· 在宅就労に関する雇用施策の開拓

（支給決定）
　　・障害程度区分の認定調査項目（106項目）

　　　　→精神障害者に対して不利

（障害者自立支援法の活用）
　　・サービス内容改善のための意見を活発に行っていく→ソーシャルアクション。
　　・「わからない」ことを「わからないままにしない」で気軽にきける場所、人、仲間を確保

　　・自分にあったサービスの把握

　　・支援する者は福祉運営から福祉経営に転換し、ハード面やソフト面の創意工夫をする。

　　・利用者の不利にならないような官民協働の取り組みとネットワークシステムの構築

　　・障害者支援に活用できる法制度に変えていく視点

Ⅱ．パネルディスカッション

テーマ「精神科医療現場における退院支援の実際」

木立和子　弘前愛成会病院　看護師
　　・療養病棟（入院患者数55名）における取り組みの発表
（退院支援を進めるきっかけ）
　　・病棟機能の再編　→ H15 急性期治療病棟を立ち上げることによって機能分化が進んだ

　　　　　　　　　　　　 ことによって、退院可能と思われる患者の支援に対しての看護師の

　　　　　　　　　　　　 意識が高まった。

　

（退院促進を図っていく上での問題点）

1 退院を拒否する患者は、68.4%

　　　　　　～長期入院による社会生活や孤独に対しての不安
2 退院を希望和する患者は、病気に対しての認識が低く、社会生活に対してのイメージが非現実的
3 家族の退院に対しての消極的な姿勢と拒否
（具体的な取り組み）
1 退院クラブの立ち上げ

＜ポイント＞

・病棟内にポスターを掲示し、患者へ参加を呼びかける。

・“退院したい”という患者の重いを尊重

＜活動内容＞

　　　　　　・おしゃべりの会（月１回）…フリートーク
　　　　　　・社会復帰に向けてのスキルトレーニング

　　　　　　　　～日常生活のスキルアップ、金銭管理、社会資源の活用について

＜学び＞

　　　　　　・当事者グループが退院への動機を高める

　　　　　　・グループ活動での支い合いが退院に結びつく
　　　　　　・看護師はわずかなきっかけを退院に結びつける

2 木曜の会（社会復帰についての学習や訓練）の再開や料理教室の見直し

　　　　　　→多様な専門職を交えた退院促進活動

3 家族への病棟通信の発行

～家族へのアンケートを実施し、家族への患者理解の援助のあり方を検討する。

　　　　　　→病棟通信（ひまわり）の発行：年４回

4 ケアマネジメントの導入

　　　　　　～病棟独自にケアマネジメントシートを導入し、ケア計画を展開する。

　　　　　　→他職種を交えたケア会議の開催
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